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第 1 章 緒言 













Framingham Studyや，ハーバード大学の男子卒業生を対象としたHarvard Alumni Study
などのコホート研究により，身体活動と循環器疾患の発症および死亡との関連を検討した
多くの研究結果が報告されてきた（Sherman et al., 1994; Lee and Paffenbarger, 1998; Lee 




不足が総死亡（Samitz et al., 2011），循環器疾患（Li and Siegrist, 2011），結腸がん（Samada 
et al., 2005），肺がん（Tardon et al., 2005），および抑うつ傾向（Teychenne et al., 2008）
などの発症に対する危険因子であることが明らかにされてきた．これらの報告はいずれも
欧米人を対象とした研究であるが，近年日本人を対象とした疫学研究も報告され，同様の
結果が報告されている．すなわち，身体活動不足は総死亡（Hayasaka et al., 2009），循環
器疾患（Shibata et al., 2010），大腸がん（Takahashi et al., 2007），および抑うつ傾向（Ishii 
et al., 2011a）の発症に対する危険因子であることが報告されている． 
 
第 2節 わが国の身体活動の状況と身体活動促進の施策 
 前節で述べたように，身体活動不足は様々な慢性疾患の危険因子であると考えられ，身
体活動は疾病予防や健康増進への貢献が期待されており，日本を含め世界的にも多くの
人々の身体活動を促進することが望まれている（Global Advocacy Council for Physical 
Activity and International Society for Physical Activity and Health, 2010）．しかし，我




























第 3節 身体活動の集団戦略の重要性 
これまで身体活動促進を目的とした介入研究や保健事業では，主に疾病リスクを有する
個人や数十人程度の限定的な集団を対象とした教室型事業として行われてきた（Dunn et 
al., 1999; Jakicic et al., 1999; Maruyama et al., 2010）．しかし，そのような少人数を対象
とした教室型事業では，参加者が運動・身体活動に積極的な者に偏っていることや介入期
に増加した身体活動量を教室終了後に維持することが困難であることなどの課題が指摘さ




















いるものの，地域集団全体における身体活動促進の効果を認めた報告は少ない（Baker et al., 
2011）．一方，我が国では身体活動促進を目的とした地域や職域における集団的介入研究の
報告は極めて少なく（Kamada et al., 2013），今後集団レベルを対象として身体活動促進を
目的とした集団戦略の開発が望まれる． 
 













づくり研究が多く実施されている（Jeffery et al., 2003; DeVahl et al., 2005; Finkelstein et 
al., 2008; Patel et al., 2011; Williams and French, 2011; DeFulio and Silverman, 2012; 
Jeffery, 2012; Sigmon and Patrick, 2012; Mitchell et al., 2013; Pope and Harvey-Berino, 





















少させるような平等の戦略を用いる」ことが明記されている（Global Advocacy Council for 









が関連していることが，これまでの研究で報告されている（World health organization, 
2010；厚生労働省，2012）．すなわち，社会的経済的地位が低い集団では，死亡率や慢性疾
患の罹患率が高いことが報告されている（Kagamimori et al., 2009）．また，社会経済的地
位が低い集団においては，野菜摂取量が少ない，喫煙者が多い，過度な飲酒者が多いなど
の望ましくない生活習慣を有する者の割合が多いことが報告されている（Nishi et al., 





いない（Takao et al., 2003; Nishi et al., 2004; Fukuda et al., 2005; Shibata et al., 2009; 
Inoue et al., 2011b; Ishii et al., 2011b; Liao et al., 2012）．ヨーロッパ人を対象とした研究
では，社会経済的地位が低い集団では，余暇における身体活動量が少なく，仕事における







et al., 2008）． 
 


















第 2 章 運動行動の動機付けに効果的なインセンティブ（研究Ⅰ） 
第 1節 背景 
これまでにインセンティブは，喫煙（Sigmon and Patrick, 2012），服薬（DeFulio and 
Silverman, 2012），体重管理（Jeffery, 2012）などの健康行動の改善に対する有効性が報告
されている．また，身体活動促進の介入技法としてもインセンティブの有効性が示されて
いる（Jeffery et al., 2003; DeVahl et al., 2005; Finkelstein et al., 2008; Patel et al., 2011; 


























53.2％，女性 46.8％）から，目標サンプル数を 1,200 とした．そのために，これまでの調
査会社の実績を基に無作為に 2,887 人を抽出し，調査を依頼した．そして，最終的に回答
が得られた 1,290 人（回答率 44.7％）を本研究の調査協力者とした．目標サンプル数であ
る 1,200人の根拠は以下のとおりとした．まず，後述する動機強化得点の平均差を 2，標準















態から何もつかまらずに立ち上がれない」，「15 分続けて歩いていない」，「この 1 年間に転
んだことがある」「転倒に対する不安は大きい」が 3つ以上該当する場合は回答を控えるこ
とを説明し，同意を得た．また本調査の実施にあたっては，早稲田大学に設置された人を











（Finkelstein et al., 2008; Patel et al., 2011; Sigmon and Patrick, 2012; Farooqui et al., 
2014）である． 




くなる」の 11 件法のリッカートスケールを使用し，1 つだけ選択する方法とした．なお本
研究では，このリッカートスケールを，動機強化得点として扱った．すなわち，「全く強く
ならない」を 0点，「どちらとも言えない」を 5点，「絶対に強くなる」を 10点とした動機
強化得点として，評価を行った． 
2．2．2．インセンティブとして希望する現金相当額 

































全ての統計解析は SPSS for Windows Ver.19.0（IBM，Tokyo，Japan）を用いて実施し，
検定における有意水準は 5%とした． 
 
第 3節 結果 
3．1．解析対象者の特徴 
表 2-1に解析対象者の特徴を示した．調査協力者における運動行動変容ステージの分布は，






























熟考期が 1,000円，準備＆実行期が 1,500円，維持期が 500円であった． 
 


























































ッズよりも運動グッズの方が有意（6.2 vs 6.5; p=0.002）に高いのに対して，準備期・実行



































第 3 章 社会経済的地位と身体活動の関連（研究Ⅱ） 
第 1節 背景 
 身体活動促進を目的とした集団戦略を開発する際には，身体活動量が少ない集団を明ら
かにし，その集団を重点対象に設定することが重要である（Global Advocacy Council for 
Physical Activity and International Society for Physical Activity and Health, 2010； 健
康日本 21評価作業チーム，2011）． 
 近年，我が国では健康格差社会の縮小が目標とされ，この原因の一つは社会経済的地位
による生活習慣の違いが考えられる（World health organization, 2010；厚生労働省，2012）．
しかし，社会経済的地位と総身体活動量の関連は一貫した結果が得られていない（Takao et 
al., 2003; Nishi et al., 2004; Fukuda et al., 2005; Shibata et al., 2009; Inoue et al., 2011b; 
Ishii et al., 2011b; Liao et al., 2012）．この原因として，社会経済的地位が低い集団では，
余暇における身体活動量が少なく，仕事における身体活動量が多いため，総身体活動量で
はそれぞれの生活場面別の身体活動量が相殺し，一貫した結果が得られていないことが考
えられる（Beenackers et al., 2012）． 
さらに，身体活動の集団戦略を開発する際には，重点対象者の生活場面別の身体活動状































審査委員会の承認を得た上で実施した（承認番号：2013-249，2014年 1月 17日）． 
2．2．調査項目 
2．2．1．身体活動量 
 WHO により開発された世界標準化身体活動量質問紙第 2 版（GPAQ: Global Physical 
Activity Questionnaire version2）により身体活動量の調査を行った．GPAQは，仕事，移
動，余暇における生活場面別の身体活動を少なくとも 10分継続した中強度，高強度の平均
的な 1 週間の身体活動および，座位時間について調査できる質問紙である．GPAQ は妥当
性と信頼性が確認されており，本研究ではバックトランスレーション法により英語から日

















いる身体活動基準である 150分／週により 2群（active群，inactive群）に分類した． 
説明変数には社会経済的地位である世帯年収と最終卒業学校を用いた．世帯年収 は 300









第 3節 結果 
3．1．解析対象者の特徴 
表3-1に解析対象者の特徴を示した．解析対象者3,264人のうち，男性は1,650人（50.6%），
女性は 1,614人（49.4%）であり，平均年齢は男性 44.2±8.1歳，女性 44.1±8.1歳であっ
た．既婚者の割合は男性では 47.8％，女性では 34.0％であり，BMI が 25 以上の割合は男
性 30.2，女性 12.1％，車の所有台数の割合は男性では 0 台が 23.7％，1 台が 44.3%，2 台
以上が 32.0%で，女性では 0台が 23.3％，1台が 43.6％，2台以上が 33.1％であった． 
 世帯収入の分布の割合は，男性では 300万円未満が 32.8%，300-700万円未満が 40.2%，
700万円以上が27.0％であり，女性では300万円未満が31.8％，300-700万円未満が41.7％，
700万円以上が26.5であった．最終卒業学校の分布の割合は，男性では中学・高校は26.4%，
短大・専門学校・高専は 16.5％，大学・大学院は 57.1％，女性では中学・高校は 26.6％，
短大・専門・高専は 39.3，大学・大学院は 34.1％であった． 
 各生活場面の身体活動量についてactiveな割合は，男性では仕事が19.1%，移動が44.9％，
余暇が 28.5％であり，週 150 分以上の身体活動量の達成者は 48.2%であり，女性では仕事





 表 3-2 に世帯所得と総身体活動量および各生活場面における身体活動量の関連を示した．
男性では世帯所得が 700万円以上であることは，仕事（0.51, 0.35-0.75）とは有意な負の関
連を示し，移動（1.37, 1.02-1.85），余暇（2.00, 1.46-2.73），総身体活動（1.56, 1.17-2.08）
とは有意な正の関連があった．一方，女性において世帯所得が 700万円以上であることは，










第 4節 考察 
社会経済的地位と身体活動との関連についての先行研究では，各生活場面の身体活動に




告は多くなされているが（Takao et al., 2003; Nishi et al., 2004; Fukuda et al., 2005; 
Shibata et al., 2009; Inoue et al., 2011b; Ishii et al., 2011b; Beenackers et al., 2012; Liao et 
al., 2012），同一集団において身体活動を場面別に捉え，社会経済的地位との関連について
検討した研究は著者が知る限り報告されていない．さらに，社会経済的地位と身体活動量











































身体活動量に一貫して正の関連があると報告されている（Beenackers et al., 2012）．また，







社会的要因が介在していることも報告されている（Mulder et al., 2011; Murray et al., 












る（Beenackers et al., 2012）．また，日本人を対象とした先行研究においても，社会経済
的地位と総身体活動量との関連には一貫性がない（Takao et al., 2003; Nishi et al., 2004; 
Fukuda et al., 2005; Shibata et al., 2009; Inoue et al., 2011b; Ishii et al., 2011b; 













とが報告されている（Takao et al., 2003; Nishi et al., 2004; Fukuda et al., 2005; Shibata 



































第 4 章 総合考察 




































































歩行時間が 1日 30 分未満の者のひと月あたりの医療費は約 20,124円（111.80 ユーロ）で
あるのに対し，歩行時間が 1日 60分以上の者のひと月あたりの医療費は約 17,514円（97.30
ユーロ）であり，後者で 15％低いことを報告している．したがって，1 日あたりの歩行時































































いる（中山ほか，2014；Sørensen et al., 2012）．このヘルスリテラシーは社会経済的地位
と正の関連があり，ヘルスリテラシーが高いことが知識やセルフエフィカシーを介し，健
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運動の行動変容ステージ   
  全体 前熟考 熟考 準備&実行 維持 
p 値 
  N＝1290 N＝342 N＝282 N＝347 N＝319 
 N ％ N ％ N ％ N ％ N ％  
年齢（歳） 54.3±8.3 52.5±7.8 52.3±8.1 55.2±8.3 57.1±8.0 ＜0.001 
年代 
  
        
  
40代 416 32.2 133 38.9 120 42.6 101 29.1 62 19.4 
＜0.001 50代 417 32.3 123 36.0 87 30.9 106 30.5 101 31.7 
60代 457 35.4 86 25.1 75 26.6 140 40.3 156 48.9 
性別 
  
        
  
男性 639 49.5 172 50.3 133 47.2 180 51.9 154 48.3 
0.643 
女性 651 50.5 170 49.7 149 52.8 167 48.1 165 51.7 
婚姻状況 
  
        
  
既婚 919 71.2 216 63.2 203 72.0 251 72.3 249 78.1 
＜0.001 
未婚 371 28.8 126 36.8 79 28.0 96 27.7 70 21.9 
同居人数 
  
        
  
1人暮らし 187 14.5 55 16.1 39 13.8 53 15.3 40 12.5 
0.583 
2人以上 1103 85.5 287 83.9 243 86.2 294 84.7 279 87.5 
最終卒業学校 
  
        
  
大学院・大学 508 39.4 115 33.6 104 36.9 147 42.4 142 44.5 
0.012 短大・専門・高専 319 24.7 79 23.1 82 29.1 83 23.9 75 23.5 
高校・中学・その他 463 35.9 148 43.3 96 34.0 117 33.7 102 32.0 
世帯年収 
  
        
  
300万円未満 424 32.9 135 39.5 86 30.5 113 32.6 90 28.2 
＜0.001 
300-500万円未満 311 24.1 102 29.8 73 25.9 80 23.1 56 17.6 
500-700万円未満 218 16.9 46 13.5 56 19.9 55 15.9 61 19.1 
700-1000万円未満 190 14.7 40 11.7 38 13.5 50 14.4 62 19.4 




















































n % n % 
年齢（歳） 
    30-39歳 565 34.2 551 34.1 
40-49歳 593 35.9 565 35.0 
50-59歳 492 29.8 498 30.9 
平均 ± 標準偏差 44.2 ± 8.1 44.1 ± 8.1 
婚姻状況 
    
既婚 789 47.8 549 34.0 
 未婚 861 52.2 1065 66.0 
Body mass index 
    
<25 1151 69.8 1418 87.9 
≧25 499 30.2 196 12.1 
平均 ± 標準偏差 23.6 ± 3.8 21.4 ± 3.5 
車の所有台数（台） 
    
 0 384  23.7 370  23.3 
 1 719  44.3 693  43.6 
≧2 520  32.0 526  33.1 
世帯年収 
    
300万円未満 541 32.8 514 31.8 
300-700万円 663 40.2 673 41.7 
700万円以上 446 27.0 427 26.5 
最終卒業学校種 
    
中学・高校 429 26.4 422 26.6 
短大・専門・高専 267 16.5 625 39.3 
 大学・大学院 927 57.1 542 34.1 
身体活動実施状況 
    
仕事 
    
Inactive 1313 80.9  1370 86.2 
Active 310 19.1  218 13.7 
移動 
    Inactive 895 55.1 868 54.6 
Active 728 44.9 721 45.4 
60 
 
表 3-1 解析対象者の特徴（続き） 
 男性 女性 
 n=1650 n=1614 
 n % % n 
余暇 
    Inactive 1160 71.5  1235 77.7  
Active 463 28.5  354 22.3  
総身体活動 
    Inactive 840 51.8  941 59.2  





























表 3-2 社会経済的地位と身体活動の関連 





















＜男性＞             
世帯年収 a             
300万円未満 1   1   1   1   
300-700万円 0.85 0.63-1.15 0.292 1.08 0.83-1.40 0.572 1.02 0.77-1.36 0.883 1.05 0.82-1.34 0.722 
700万円以上 0.51 0.35-0.75 ＜0.001 1.37 1.02-1.85 0.037 2.00 1.46-2.73 ＜0.001 1.56 1.17-2.08 0.002 
最終卒業学校種 b             
中学・高校 1   1   1   1   
短大・専門・高専 0.81 0.56-1.18 0.277 1.32 0.96-1.82 0.093 1.19 0.84-1.70 0.331 1.28 0.94-1.75 0.120 
 大学・大学院 0.62 0.46-0.82 0.001 1.33 1.04-1.71 0.025 1.29 0.98-1.70 0.07 0.99 0.78-1.26 0.934 
＜女性＞             
世帯年収 a             
300万円未満 1   1   1   1   
300-700万円 1.06 （0.73-1.52） 0.773 1.05 0.80-1.36 0.747 0.94 0.68-1.29 0.683 1.13 0.87-1.47 0.365 
700万円以上 0.81 （0.52-1.25） 0.338 1.13 0.83-1.53 0.435 1.43 1.01-2.04 0.044 1.36 1.00-1.84 0.050 
最終卒業学校種 b             
中学・高校 1   1   1   1   
短大・専門・高専 0.72 （0.50-1.03） 0.073 1.17 0.90-1.52 0.252 1.16 0.85-1.59 0.36 1.07 0.82-1.39 0.628 
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